
ヒアリング対象

○観光立国推進有識者会議（10名）

○明日の日本を支える観光ビジョン構想会議有識者（７名）

○観光関係団体・事業者 62団体

○マスコミ関係等 ９社

○地方自治体 47都道府県、19政令指定都市

石井 至 石井兄弟社（旅行ガイド出版社）社長
井上 慎一 Peach Aviation（株）代表取締役CEO

大西 雅之 鶴雅グループ代表
小田 真弓 旅館加賀屋女将

荻野 アンナ 慶應義塾大学文学部教授
白石 隆 政策研究大学院大学学長
森田 健作 千葉県知事
伊東 信一郎 ＡＮＡホールディングス（株）会長
冨田 哲郎 （一社）日本経済団体連合会審議会副議長

観光委員会委員長

唐池 恒二 九州旅客鉄道（株）会長
デービッド・アトキンソン 小西美術工藝社社長
李 容淑 関西国際大学客員教授

舩山 龍二 （株）ＪＴＢ相談役
森本 昌憲 藤田観光（株）顧問
石井 至 石井兄弟社（旅行ガイド出版社）社長
岡田 裕介 東映（株）代表取締役グループ会長
三木谷 浩史 楽天（株）代表取締役会長兼社長

観光立国推進基本計画（案）に関する主な意見・要望 資料４



・ 欧米豪や富裕層等の新市場の開拓、地方への誘客に向けた訪日プロモーションの強化
・ MICE誘致の促進のためのプロモーションの強化、 MICE分野の人材育成、ユニークベニューの開発
・ 中国等の潜在力の大きな市場をターゲットとしたビザの発給要件の緩和
・ 最先端技術の活用、審査ブースの増設、関係予算・定員の充実による出入国審査等における混雑の緩和
・ 通訳案内士に係る規制の見直し、ランドオペレーター登録制度の導入
・ 観光地等における無料Wi-Fi環境の更なる整備 等

国際観光の振興

・ ＩＣＴ化への支援、泊食分離等の業務運営体制の見直し等による宿泊業の生産性向上
・ REVICのファンドを活用した観光産業への金融支援
・ 大学院の設置等による観光産業の経営を担う高度人材の育成
・ 現場のニーズに即した実践的な人材の育成のための従業員教育・研修の充実 等

観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成

・ 年次有給休暇の取得促進、学校休業日の柔軟な設定等による休暇改革
・ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機としたユニバーサルデザインの推進
・ 自然災害などの発生時における情報発信の強化等による旅行者の安全・安心の確保 等

観光旅行の促進のための環境の整備

・ DMOの形成・育成に向けたマーケティング等の専門性を有する人材の確保・育成、財政支援
・ 東北における広域の旅行商品の造成支援、東北プロモーションの実施
・ 首都圏空港の空港処理能力の拡大、着陸料軽減等による地方空港へのLCC就航促進
・ 旅客船ターミナルの整備等によるクルーズ船の受入拡大 等

国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成
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